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大阪府地方独立行政法人評価委員会　第２回環境農林水産部会（2011/6/27）における主な意見

	委員意見
	考え方
	中期目標・中期計画の記載内容

	どの事業に注力するかをはっきりさせたほうがいいのではないか。（石原委員）
	技術支援を、法人の基幹業務と位置づけ、網羅的に技術的ニーズに対応していきます。
また、調査研究は、技術支援に必要な技術力の維持向上のために行い、技術的ニーズの高い分野に重点的に取り組んでいきます。
	中期計画　第１
１　技術支援の実施及び情報発信 TC "１　技術支援の実施及び情報発信" \f B \l "1" 
技術支援及び情報発信を主たる業務と位置づけ、以下のとおり取り組む。

中期目標　第１－２（３）
①　調査研究の推進 TC "①　調査研究の推進" \f A \l "1" 
環境・農林水産業・食品産業の分野における多様な技術的ニーズへの対応に必要な知見を集積するため、調査研究を実施すること。

集中と選択の観点から、技術的ニーズが高い分野については、重点的に調査研究を実施すること。

農林水産業の六次産業化の推進や生物多様性の保全等、新たな技術的ニーズであって重要性や緊急性の高いものについては、技術支援や調査研究を実施できる体制を整備するなど新たな取組を行うこと。


	行政に対する緊急時対応に関する記述が具体的すぎるのではないか。（藤田部会長）
	緊急時対応に関する記述を見直しました。
	中期計画　第１－１

（２）行政に対する技術支援 TC "（３）情報発信" \f B \l "1" 
③　緊急時への対応 TC "③　緊急時への対応" \f B \l "1" 
環境及び食の安全・安心に係る府の緊急時対応を技術的に支援するため、災害時及び事故時における状況調査・分析や農林水産物の病害等の緊急診断等を行う。


	研究所はすばらしい活動をしている。このことを府民にもっと知ってもらうよう、PRに取り組むべき。「府民に対する情報の受発信」の項目で、発信する情報を具体的に書くべき。（菊井委員）
研究所の業務が府民生活を下支えしているのは分かるが、府民には伝わってこない。例えばガーデニングに関する技術指導など、直接府民が研究所に親しみを持てるような活動をすべきではないか。（喜田委員）
	情報発信は、技術支援と同様に法人の基幹業務と位置づけ、調査研究等により集積した知見等を府民・事業者に分かりやすく伝えることにより取り組みます。
	中期計画　第１－１

（３）情報発信 TC "（３）情報発信" \f B \l "1" 
府域の環境の状況や環境技術・エネルギー等に関する情報、安全・安心な農林水産物に関する知見等の情報は、府民や事業者が容易に理解でき、府民生活に役立てられるように工夫し、報道機関、ウェブサイト、刊行物、セミナー等様々な媒体を活用して伝える。（以下　略）

	「府民に対する情報の受発信・支援」という項目の「情報の受信」が具体的に何を意味するのか分かりづらい。（藤田部会長）
	「情報の受信」は、府民・事業者からの法人に対するニーズの把握を意味します。

したがって、「府民や技術支援を受けた者からの意見は、業務に適切に反映させる。」旨を「技術的ニーズのきめ細かな把握」の項に記載しました。
	中期計画　第１－２

（１）技術的ニーズのきめ細かな把握 TC "（１）技術的ニーズのきめ細かな把握" \f B \l "1" 
事業者、府における事業推進上の課題や技術的ニーズ及びその動向を、聞取調査、技術相談や意見交換等を通じて、きめ細かく把握する。

また、府民や技術支援を受けた者からの意見は、業務に適切に反映させる。

	大阪湾の水質データなど、研究所の調査データは、行政にきちんと提供してほしい。（松林委員）

環境変化が最も早く現れるのは、すべてのものが流れ込む海である。海域のモニタリングデータは行政にきちんと提供してほしい。（松林委員）
	「大阪湾の環境変化が生態系に与える影響の究明に係る分野」を「重点研究分野」と位置づけて調査研究に取り組みます。
	中期計画　第１－２（３）②

ア　重点研究分野 TC "ア　重点研究分野" \f B \l "1" 
事業者や府からの技術的ニーズが高い以下の分野については、重点的に調査研究に取り組む。

· 「大阪湾の環境変化が生態系に与える影響の究明」に係る分野
　大阪湾において、水質等の環境の変化が生態系や漁獲高に与える影響についての調査研究を行う。

	中期目標に「生態系」や「生物多様性」等の記述がない。水生生物センター関連の文言を盛り込むべき。（藤田部会長）
	「生物多様性の保全」分野の調査研究は、「新たな研究分野」と位置づけて取り組むことを、中期目標と中期計画の両方に記載しました。
	中期目標　第２－２（３）
①　調査研究の推進
環境・農林水産業・食品産業の分野における多様な技術的ニーズへの対応に必要な知見を集積するため、調査研究を実施すること。

集中と選択の観点から、技術的ニーズが高い分野については、重点的に調査研究を実施すること。

農林水産業の六次産業化の推進や生物多様性の保全等、新たな技術的ニーズであって重要性や緊急性の高いものについては、技術支援や調査研究を実施できる体制を整備するなど新たな取組を行うこと。
中期計画　第１－２（３）

③　新たな研究分野への取組 TC "③　新たな研究分野への取組" \f B \l "1" 
以下の新たな研究分野については、分野横断的な取組や府との連携強化等、研究体制の強化を行い、調査研究を実施する。
· 生物多様性の保全
　生物多様性に関する情報の収集発信を担う機能を整備するとともに、希少生物の保全技術、外来生物の駆除技術や野生獣類の管理技術の開発等に係る調査研究を行う。


	知的財産権を徹底的に取得するには、多くの調査研究と多額の経費が必要。研究所の業務にとって、知的財産権をどう位置づけているのか？（米谷委員）
	知的財産権の取得・活用の考え方は、「知的財産ポリシー（仮称）」の検討の過程で整理してまいります。
	中期計画　第１－２

（５）知的財産権の取得・活用 TC "（５）知的財産権の取得・活用" \f B \l "1" 
知的財産権の取得・活用に関する考え方を「知的財産ポリシー（仮称）」として策定し、これに基づき知的財産を活用して、技術支援を行うとともに、新たな知見を創出する。

	内部監査は重要だが、やりすぎはよくない。大事なところだけをチェックする体制があれば十分。（石原委員）
	御指摘を踏まえ、「内部監査機能の強化」の項目を削除し、「第８－１　法令の遵守」の項に、内部監査関連の記述を追加しました。
	中期計画　第８　

１　法令の遵守 TC "１　法令の遵守" \f B \l "1" 
業務執行における中立性及び公平性を確保し、調査研究における不正行為を防止するため、定款に定める監事を中心とした内部監査を実施するとともに、関連規程を制定し職員に対する研修を実施する。


	「人事の改善」と「人材の育成」は同格であるべき。（藤田部会長）

「人事評価」は、「人材育成」の一部として取り組むべき。（米谷委員）

	「研修制度の確立」、「人事評価制度の確立」、「職員のインセンティブ」の三項目を、「人材の育成」の小項目として位置づけて取り組みます。
	中期目標　第３　及び　中期計画　第２

（２）人材の育成

①　研修制度の確立

②　人事評価制度の確立

③　職員のインセンティブ

	「財務内容の改善に関する事項」の項で「自己収入の確保」が記載されているが、金額的に非常に少ない（農産物売払収入、依頼試験手数料等）のに、敢えて記載する必要があるのか？唐突な印象である。（石原委員）

	御指摘のとおり、自己収入が法人の業務費全体に占める割合は非常に小さいため、「自己収入確保」に関する記載は削除しました。
	中期目標　第４

経費の執行状況を絶えず点検するとともに、職員のコスト意識を醸成するなどにより、経費を効率的に執行すること。

	「環境に配慮した業務運営」は、何を根拠に行うのか？数値目標を設定すべきではないか？（喜田委員）
	大阪府の環境マネジメントシステムに準拠した環境管理基本方針及びマニュアルを策定して、環境配慮に取り組みます。
	中期計画　第８

７　環境に配慮した業務運営 TC "７　環境に配慮した業務運営" \f B \l "1" 
大阪府の環境マネジメントシステムに準拠した環境管理基本方針及びマニュアルを策定し、省エネルギー、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進及び化学物質の適正管理等、環境に配慮した運営に取り組む。
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